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障害をもち女性であることによる複合的な差別の解消に向けた、条約、国内法、条例の記述  

 

◆「障害者の権利に関する条約」（2006 年採択 2014年日本批准） 

障害女性の複合的な差別を認識し、第 6条に独立した項目が設けられた。前文その他にも記述がある。 

 

＊前文 (q)障害のある女子が、家庭の内外で暴力、傷害若しくは虐待、放置若しくは怠慢な取扱い、不当な取

扱い又は搾取を受ける一層大きな危険にしばしばさらされていることを認め、 

＊第３条 一般原則 (g)男女の平等（条約の原則の一つとして記載） 

＊第６条 障害のある女子 

１ 締約国は、障害のある女子が複合的な差別を受けていることを認識するものとし、この点に関し、障害のある

女子が全ての人権及び基本的自由を完全かつ平等に享有することを確保するための措置をとる。 

２ 締約国は、女子に対してこの条約に定める人権及び基本的自由を行使し、及び享有することを保障することを

目的として、女子の完全な能力開発、向上及び自律的な力の育成を確保するための全ての適当な措置をとる。 

＊第８条 意識の向上 

１ 締約国は、次のことのための即時の、効果的なかつ適当な措置をとることを約束する。 

 (a) 障害者に関する社会全体（各家庭を含む。）の意識を向上させ、並びに障害者の権利及び尊厳に対する尊

重を育成すること。 

(b)あらゆる活動分野における障害者に関する定型化された観念、偏見及び有害な慣行（性及び年齢に基づくも

のを含む。）と戦うこと。 

(c)障害者の能力及び貢献に関する意識を向上させること。 

 

◆「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」 

第７条と第８条に、性別に応じた合理的な配慮についての記載がある。 

 

第７条 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者と不当な差別的取

扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならない。 

２ 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨

の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益を侵害する

こととならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必

要かつ合理的な配慮をしなければならない。 

第８条 事業者は、その事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者と不当な差別的取扱いをするこ

とにより、障害者の権利利益を侵害してはならない。 

２ 事業者は、その事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明

があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益を侵害することとならない

よう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的

な配慮をするように努めなければならない。 

 

＊参議院内閣委員会付帯決議（2013 年 6月 18 日） 

同法成立にあたり次の付帯決議がなされた。 

政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 

１ 本法が、これまで我が国が取り組んできた国連障害者権利条約の締結に向けた国内法整備の一環として制

定されることを踏まえ、同条約の早期締結に向け、早急に必要な手続を進めること。また、同条約の趣旨に沿う

よう、障害女性や障害児に対する複合的な差別の現状を認識し、障害女性や障害児の人権の擁護を図ること。 
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◆障害女性の複合的な困難について記載がある条例 （京都府・沖縄県・仙台市） 

 

 

［京都府障害のある人もない人も共に安心していきいきと暮らしやすい社会づくり条例］（2014 年）  

＊前文 ・・・しかしながら、障害者が、障害を理由として不当な差別的取扱いを受けたり、障害者に対する性別、

年齢や障害の状態に応じた配慮が十分でないことなどにより、地域における安心した生活を妨げられたりしてい

る状況が、私たちの社会には今なお存在する。 

＊第２条（基本理念）  共生社会（全ての府民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と

個性を尊重し合いながら共生する社会をいう。以下同じ。）の推進は、全ての障害者が、障害者でない者と等しく、

基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重んじられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有す

ることを前提としつつ、次に掲げる事項を旨として行われなければならない。 

(4) 全て障害者は、障害のある女性が障害及び性別による複合的な原因により特に困難な状況に置かれる場

合等、その性別、年齢等による複合的な原因により特に困難な状況に置かれる場合においては、その状況に応

じた適切な配慮がなされること 

＊第８条（社会的障壁の除去のための合理的な配慮）  府は、その事務又は事業を行うにあたり、障害者から

現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重

でないときは、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応

じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をしなければならない。 

２項 事業者は、その事業を行うにあたり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表

明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益を侵害することとならな

いよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、前項に規定する配慮をするように努めなければな

らない。 

 

［沖縄県障害のある人もない人も共に暮らしやすい社会づくり条例（共生社会条例）］（2014 年）  

＊第７条 ２  何人も、障害のある人から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場

合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害のある人の権利利益を侵害することとならないよう、

当該障害のある人の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的

な配慮をしなければならない。 

 

［仙台市障害を理由とする差別をなくし障害のある人もない人も共に暮らしやすいまちをつくる条例］（2016年） 

＊第３条 障害を理由とする差別の解消の推進は、次に掲げる基本理念の下行われなければならない。 

５ 障害がある女性は障害及び性別による複合的な要因により差別を受けやすいこと、障害がある児 童に対し

ては障害及び年齢に応じた適切な支援が必要であること等を踏まえ、障害者の障害の状態 のほか、その性別、

年齢、状況等に応じた適切な配慮が求められること 

 


